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平成２２年 ６月２８日

総合紛争解決センターにおける医療ＡＤＲ

公益社団法人総合紛争解決センター運営委員会委員

弁護士 北 川 和 郎

１ 総合紛争解決センターについて

⑴ 総合紛争解決センターの組織等について

① 大阪府下の士業団体，社会福祉士会，消費者団体，経済団体，地方公共団体等が

参加して設立した同名の公益社団法人が運営するＡＤＲであり，各参加団体の多様

な専門性を生かして，ここだけで医療紛争を含むあらゆる種類の民事紛争を扱うこ

とができるようにした「総合型ＡＤＲ」である。

② 経緯

平成２１年 １月 一般社団法人総合紛争解決センター設立

同 年 ３月 ＡＤＲ機関「総合紛争解決センター」運営開始

同 年 ９月 公益認定（大阪府 第１号）

同 月 ＡＤＲ認証（認証番号 第４３号）

③ 事業の運営

総務部会，事業運営部会，広報部会，研修部会からなる運営委員会と財務委員

会によってＡＤＲ事業が運営されている。

④ 参加団体

大阪弁護士会

大阪司法書士会

大阪土地家屋調査士会

(社)大阪不動産鑑定士協会

大阪府行政書士会

(社)大阪府宅地建物取引業協会（以上，正会員）

日本公認会計士協会近畿会

(社)大阪府建築士事務所協会

(社)大阪社会福祉士会

大阪府社会保険労務士会

(社)大阪府建築士会（以上，準会員）

近畿税理士会

特定非営利活動法人消費者ネット関西

全大阪消費者団体連絡会

(社)消費者関連専門家会議西日本支部

特定非営利活動法人消費者情報ネット（以上，賛助会員）

大阪府

大阪市
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堺市

東大阪市（準会員）

大阪府市長会

⑵ 総合紛争解決センターの事業について

① 事業の対象は，和解あっせん手続及び仲裁手続である。

② 手続実施の方法

全件３名の和解あっせん人が担当する。

３名の内訳は，弁護士である和解あっせん人と各紛争類型に応じた専門性を有す

る和解あっせん人２名の合計３名である。なお，医療事件については後述する。

③ 申立件数（平成２２年５月３１日現在）

ア 平成２０年度（同年３月のみ） ２件

イ 平成２１年度（同年４月から同２２年３月まで） １３２件

ウ 平成２２年度（同年４月から５月まで） ３０件

④ 事件の概要

ア 事件の種類としては，不動産売買や賃貸，請負，貸金，その他の契約紛争，不

法行為，労働，家事，会社，相隣関係等多岐にわたっているが，不法行為（交通

事故，医療事故等）関係の件数が比較的多いようである。

イ 代理人の選任された割合は低く，７割弱の事件において双方とも代理人が選任

されておらず，申立人だけに限定すれば，９割以上が代理人が選任されていない。

ウ 終了原因については，成立したものが３割強，不応諾が３割弱あり，その余は

不成立である。

２ 総合紛争解決センターにおける医療事件について

⑴ 総合紛争解決センターにおいては，医療事件についても，総合紛争解決センターの

専門分野の１つとして実施している。

⑵ 専門的知見の担い手

ただし，現時点においては，医師関係の団体の参加がないことから，この分野の専

門家としては，医療事件に習熟した弁護士をもって，専門家として扱っている。なお，

この点については，今後，医師ないしその団体が当センターに参加することが望まし

いと考えており，大学病院等に参加を働きかけているところである。

⑶ 和解あっせん人

その関係で，医療事件における和解あっせん手続については，和解あっせん人の構

成を，専門性を有する医療事件に習熟した弁護士２名と弁護士又は司法書士１名の合

計３名で事件を担当することとしている。

医療事件に習熟した弁護士は，専門的知見の利用という趣旨だけであれば，１名で

足りるのではないかとも思われるが，東京３会方式と同様，医療側の代理人として多

数の医療事件を手がけた弁護士と，患者側の代理人として多数の医療事件を手がけた
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弁護士を１名ずつとしている。これは，これらの弁護士に医療側や患者側の利益代表

をさせようというのではなく，この手続が医療側寄りでも患者側寄りでもないことを

確保するための制度的な措置であり，患者側も医療側も安心して手続に参加できるよ

うになることを期待している。

なお，将来的に医師が参加することになれば，和解あっせん人として参加してもら

うことを考えている。

⑷ 申立件数

ア 平成２１年度（同年４月から同２２年３月まで） ４件

イ 平成２２年度（同年４月から５月まで） ４件

⑸ これまでの事件の状況

① 本人申立ての割合

これまでの８件の申立ては，いずれも代理人なしの本人申立てであり，１００％

であった。一般市民にとって，医療事件のハードルも相当低くなったものと思われ

る。

なお，相手方（いずれも医療側である。）の代理人選任率は５０％である。

② 応諾の状況

回答待ちの２件を除く６件のうち１件が不応諾であっただけで，他は応諾があり，

８３％となった。ちなみに，不応諾の１件は，申立人，相手方の双方に代理人がつ

いていない事件であった。

③ 終了原因の状況

終了した事件は４件であるが，その内訳は，成立１件，不成立１件，申立ての取

下げ１件，不応諾１件であった。今後は，成立割合の向上が課題となろう。
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